
政策 康

14②救急医療体制の確保：休日当番医制の維持。二次救急医療圏の病院群輪番制のための負担金。

地域医療運営費＝佐久医療ｾﾝﾀｰへの財政支援。
市長公約事項

活
動
指
標

指　標　名 単　位 平成30年度 平成31年度 平

に

成32年度

無 奨学金を貸与する医学生の数
人 8 9 9

投
入
指
標

平成30年度 平成31年度 平成32年度

年度別事業費 56,631 千円 56,631 千円 56,631 千円
特
定
財
源

国・県支出金 0 千円 0 千円 0 千円 特　記　事　

心

項

地 　方 　債 0 千円 0 千円 0 千円 ・これまで他の事業に混在していた医療対策に係る支出は、H２６年度から本事業に統合した。

事

そ 　の 　他 0 千円

　

0 千円 0 千円 ・H29

務

で、厚生病院移転完了

　

。

一　般　財　源 56

が

事

,631 千円 56,6

　

31 千円 56,631

業

千円

　名 新規・継

事　務　事　業　

続

名 新規・継続 ①精神障

け

生

がい者が地域で自分ら

活

しい生活を送るために

習

必要な環境があり、適

慣

切に利用できるように

病

するため。

目　　的 ②

の

精神疾患や自殺予防に

早

ついて、正しい知識や

期

理解が広がり、誰もが

発

生きやすい地域にする

見

ため。
精神保健福祉事

、

・

業 継続

会計・款・項

早

・目 所　　管　　課 平

期

  成  30  年

治

  度  の  目 

療

 標

①通所費用の助成

に

、施設の体験利用受入

よ

の委託、家族会の支援

る

を行う。
一般・4衛生

医

費・1保健衛生費・1

療

保健衛生総務費 健康づ

み

費

くり課
②市主催の一般

適

市民向けのゲートキー

正

パー養成講座を、引き

化

続き開催し修了者を増

の

やす。

事　業　概　要

た

施策内順位 ③つらい時

め

にＳＯＳが出せるよう

、

、中学校全学年に相談

人

窓口の周知のために啓

間

発グッズを配布する。

ん

ド

①精神障がい者等の支

ッ

援：健康相談、訪問、

ク

通所費用の助成、施設

補

の体験利用受入の委託

助

、家族会 ④ひきこもり

金

について相談できる機

を

会を設け、周知を行う

交

。
10/14との連携

付

支援 ⑤佐久定住自立圏

し

構想事業は、引き続き

な

受

共催で行う。

②自殺対

診

策：ゲートキーパー養

率

成講座の開催、心の健

向

康づくり講演会の開催

上

、啓発
市長公約事項

を

活
動
指
標

指　標　名

図

単　位 平成30年度 平

る

成31年度 平成32年

。

度

無 ゲートキーパー養

目

成講座の修了者数
人 3

で

　

0 30 30

投
入
指
標

平

　

成30年度 平成31年

的

度 平成32年度

年度別

人

事業費 1,257 千円

間

1,257 千円 1,2

ド

57 千円
特
定
財
源

国・

ッ

県支出金 340 千円 3

ク

40 千円 340 千円 特

補

　記　事　項

地 　方

助

 　債 0 千円 0 千円 0

３ 支

金

千円

そ 　の 　他 0

継

千円 0 千円 0 千円

一　

続

般　財　源 917 千円

会

917 千円 917 千円

計・款・項・

え

目 所　　管　　課 平 

合

 成  30  年 

う

 度  の  目  

ま

標

・受診率向上のため

ち

、広報こもろで人間ド

施

ック補助金の周知を図

策

る。
一般・3民生費・

３

2高齢福祉費・3後期

－

高齢者医療事業費 市民

一

１

課
・健康相談及び保健

一

指導の取り組み件数を

人

増加させる。

事　業　

ひ

概　要 施策内順位

【補

と

助金】
12/14後期

り

高齢者医療制度の被保

が

険者に対する人間ドッ

健

ク補助金の交付

　（小

康

諸市後期高齢者人間ド

に

ック補助金交付要綱に

人

関

基づく）
市長公約事項

心

活
動
指
標

指　標　名 単

を

　位 平成30年度 平成

持

31年度 平成32年度

ち

無 広報こもろ掲載回数

、

回 4 4 4

投
入
指
標

平成

健

30年度 平成31年度

康

平成32年度

年度別事

づ

業費 3,415 千円 3

く

,560 千円 3,71

ひ

り

0 千円
特
定
財
源

国・県

を

支出金 0 千円 0 千円 0

実

千円 特　記　事　項

地

践

 　方 　債 0 千円 0

で

千円 0 千円

そ 　の 

き

　他 1,849 千円 1

る

,854 千円 1,85

環

5 千円

一　般　財　源

境

1,566 千円 1,7

づ

06 千円 1,855 千

と

く

円

りを進めます

事　務　事　業　名 新規・継続 健康で安心して暮らすことのできる地域をつくるために、

り

医療従事者の確保を図るとともに、救急医療体制、

目　　的 在宅医療体制を確保する。
地域医療体制整備事業 継続

会計・款・項・目 所　　管　　課 平  成  30  年  度  の  目  標

①奨学金：2名増に向け

が

大学へ勧奨する。看護学校の運営支援。
一般・4衛生費・1保健衛生費・1保健衛生総務費 健康づくり課

②休日当番制、病院群輪番制の維持。佐久広域連合負担金＝佐久医療ｾﾝﾀｰへの財政支援。（地域医療運営費）

事　

健

業　概　要 施策内順位 ③小諸北佐久地域包括医療協議会で作成した防災マニュアルに基づき災害時の医療救護活動に関する協定を結ぶ。

①医療従事者の確保：奨学金及び就業資金の貸与。小諸看護学校の運営費補助。
1/
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政策 康

継続

会計・款・項・目 所　　管　　課 平  成  30  年  度  の  目  標

①市内の全世帯（受診対象が明らかにいない世帯は除く）に対して引き続き健康診断およびがん検診の受診勧奨を行う。
一般・4衛生

に

費・1保健衛生費・2予防費 健康づくり課
受診勧奨については、媒体を工夫しＰＲに努める。また、保健推進員会と連携して行う市民への受診勧奨を継続する。

事　業　概　要 施策内順位 ②補助金を活用してウイルス肝炎検

心

査を導入することにより、肝硬変や肝がんなどへの重症化を予防する。

各種検診、健康診査を実施する。 ③胃内視鏡健診の導入につい

事

て医師会と連携し、検

　

討する。
7/14検診

務

（結核、肺がん、胃、

　

大腸がん、乳がん、子

が

事

宮頸がん、前立腺がん

　

、肝炎ウイルス検査、

業

歯周

病検診）、健康診

　

査（後期高齢者健診）

名

、３５歳無料健康診査

新

市長公約事項

活
動
指
標

規

指　標　名 単　位 平成

・

30年度 平成31年度

継

平成32年度

無 胸部レ

続

ントゲン検診の受診率

け

生

％ 18 19 20

投
入
指

涯

標

平成30年度 平成3

を

1年度 平成32年度 後

通

期高齢者健康診査の受

じ

診率
％ 13 14 15

年

た

度別事業費 42,32

健

0 千円 42,320 千

康

円 42,320 千円
特

管

定
財
源

国・県支出金 9

理

49 千円 949 千円 9

、

を

49 千円 特　記　事　

支

項

地 　方 　債 0 千

援

円 0 千円 0 千円

そ 　

す

の 　他 8,691 千

る

円 8,691 千円 8,

た

691 千円

一　般　財

め

　源 32,680 千円

に

32,680 千円 32

、

,680 千円

予

み

防接種を実

事　務　事

施

　業　名 新規・継続 健

、

康意識が向上し、適切

ま

な健康行動ができる市

た

民が増加する。

目　　

は

的
健康づくり事業 継続

ん

費

会計・款・項・目 所　

用

　管　　課 平  成 

助

 30  年  度 

成

 の  目  標

①保

す

健推進員会は、Ｈ30

る

年度より会の規模を改

こ

正し任期も交代となる

と

ため、活動がスムーズ

に

に引き継がれ更に充実

よ

するよ
一般・4衛生費

な

り

・1保健衛生費・2予

、

防費 健康づくり課
う支

市

援する。②健康づくり

民

講座「てくてく小諸人

の

」については、生涯学

各

習課課・スポーツ推進

種

員等と連携しながら身

の

近な

事　業　概　要 施

感

策内順位 地域で継続的

目

にウォーキングができ

で

　

る機会が増えるよう地

　

域での開催を増やし、

的

幅広い年代層が関心を

染

持てるような工夫

①健

症

康づくり組織の育成支

を

援 を取り入れ実施する

防

。また、ウォーキング

ぐ

や健診受診の啓発を強

。

化するため、ポイント

予

制のインセンティブを

３ 支

防

取り入れる
9/14②

接

運動習慣定着に向けた

種

啓発・体験 。③関係課

事

や関係団体と連携し、

業

食育講座の開催やレシ

継

ピの提供などにより、

続

食育を推進する。

運動

会

習慣に関して啓発する

計

体験付き講座の開催、

・

地域でのウォーキング

え

款

グループの育成支援、

・

健康 ④医師会やこもろ

項

医療センター等関係団

・

体と連携し、健康づく

目

りの啓発を行う。
市長

所

公約事項
づくりの普及

　

活
動
指
標

指　標　名 単

　

　位 平成30年度 平成

管

31年度 平成32年度

　

③関係課と連携した食

合

　

育推進。 一部 健康づく

課

り講座の開催回数
回 7

平

7 7

投
入
指
標

平成30

 

年度 平成31年度 平成

 

32年度

年度別事業費

成

3,449 千円 3,4

 

49 千円 3,449 千

 

円
特
定
財
源

国・県支出

3

金 0 千円 0 千円 0 千円

0

特　記　事　項

地 　

う

 

方 　債 0 千円 0 千円

 

0 千円

そ 　の 　他

年

0 千円 0 千円 0 千円

一

 

　般　財　源 3,44

 

9 千円 3,449 千円

度

3,449 千円

  の 

ま

 目  標

・市内の医

ち

療機関で現行の個別接

施

種ができる体制を維持

策

し、保護者に充分な情

３

報提供を行うことによ

－

り、不適切接種の防
一

一

１

般・4衛生費・1保健

一

衛生費・2予防費 健康

人

づくり課
止と接種率の

ひ

維持向上を図る。

事　

と

業　概　要 施策内順位

り

・個別接種（二種混合

が

）への移行を十分周知

健

し、接種率の減少を抑

康

制する。

・予防接種法

に

に基づく定期予防接種

人

関

の実施及び任意予防接

心

種の費用助成等 ・各種

を

ワクチンが不足しない

持

よう関係機関と連絡を

ち

密にする。
6/14定

、

期個別接種：四種混合

健

、二種混合、日本脳炎

康

、不活化ポリオ、風疹

づ

、麻しん、МＲ混合、

く

ＢＣＧ

、高齢者インフ

ひ

り

ルエンザ。H25年度

を

から追加　ヒブワクチ

実

ン、小児用肺炎球菌、

践

子宮頸がん。H26年

で

市長公約事項
度から追

き

加 水痘、高齢者肺炎

る

球菌。H28年度から

環

追加　B型肝炎。

活
動

境

指
標

指　標　名 単　位

づ

平成30年度 平成31

と

く

年度 平成32年度

任意

り

接種：成人用風疹（H

を

26年度から費用助成

進

）。 無 個別の予防接種

め

の実施医療機関の数（

ま

延べ）
ヶ所 263 26

す

3 263

投
入
指
標

平成30年度 平成31年度 平成32年度 MR予防接種率
% 87.3 87

り

.5 87.7
年度別事業費 94,008 千円 94,008 千円 94,008 千円

特
定
財
源

国・県支出金 0 千円 0 千円 0 千円 特　記　事　項

地 　方 　債 0 千円 0 千円 0 千円

そ 　の 　他 0 千円 0 千円 0 千円

一　般　

が

財　源 94,008 千円 94,008 千円 94,008 千円

事　務　事　業　名 新規・継続

健

各種検診、健康診査を受診して疾病を早期に発見し必要な治療につなげる。また、健診受診を生活習慣を振り

目　　的 返る機会として健康づくりに生かすことで、生涯を通じて健康でいられるようにするため。
健康診査事業
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政策 康

事　務　事　業　名 新規・継続 市民が生涯を通じて健康管理ができるように、法に基づく乳幼児健診を実施し、乳幼児の健康管理を支援する

目　　的 。ま

に

た、虐待予防なども含めた育児支援の機会とする。
乳幼児健診事業 継続

子どもの頃から健康に意識を持った良い生活習慣を身に付けた生活を送る。

会計・款・項・目 所　　管　　課 平  成  30  年  度  の  

心

目  標

・法に基づく乳幼児健診を、各年齢月齢に対応するように実施する。【4カ月児健診：19回、10カ月児健診：20回、1

事

歳6
一般・4衛生費・

　

1保健衛生費・3母子

務

保健費 健康づくり課
カ

　

月児健診：24回、3

が

事

歳児健診：24回】

事

　

　業　概　要 施策内順

業

位 ・社会性の発達を評

　

価するﾂｰﾙ、M-C

名

HATを活用し、支援

新

の必要性や発達障害等

規

の早期発見と早期介入

・

に努める。

母子保健法

継

に基づき、乳幼児（4

続

カ月児、10カ月児、

け

・

1歳6カ月児、3歳児

乳

）に対し、健康診査を

幼

実施 ・健診の際の待ち

児

時間短縮等、受診環境

期

の改善に努める。
3/

に

14する。 ・乳幼児健

個

診時、体の状況確認の

別

ため理学療法士(PT

訪

)により可動域など運

問

動機能の確認を実施。

、

や

市長公約事項

活
動
指

相

標

指　標　名 単　位 平

談

成30年度 平成31年

、

度 平成32年度

無 母子

教

保健に対する不満足度

室

% 減少 減少 減少

投
入
指

の

標

平成30年度 平成3

開

1年度 平成32年度

年

催

度別事業費 7,861

等

千円 7,861 千円 7

み

を

,861 千円
特
定
財
源

行

国・県支出金 0 千円 0

う

千円 0 千円 特　記　事

こ

　項

地 　方 　債 0

と

千円 0 千円 0 千円

そ 

や

　の 　他 0 千円 0 千

、

円 0 千円

一　般　財　

保

源 7,861 千円 7,

護

861 千円 7,861

者

千円

ん

の経済的負担

事　務　事　業　名

を

新規・継続 ・市民が生

軽

涯を通じて健康管理が

減

できるように、妊婦教

す

室の開催を通じて妊娠

な

る

と出産についての学習

こ

を支援す

目　　的 る。

と

また、妊娠期の健康診

に

査費用を援助すること

よ

で診査を受け易くし安

り

全な出産に結びつける

、

。
妊産婦等支援事業 継

市

続
・妊娠を希望する人

民

に不妊治療の費用を助

目

成することで、経済的

で

　

負担を軽減し、治療を

　

受け易くする。

会計・

的

款・項・目 所　　管　

が

　課 平  成  30

生

  年  度  の 

涯

 目  標

①妊婦健康

を

診査については、妊娠

通

届を提出した者の全て

じ

に受診券を交付し、受

て

診勧奨をする。
一般・

３ 支

健

4衛生費・1保健衛生

康

費・3母子保健費 健康

管

づくり課
②不妊治療助

理

成金については、早期

が

治療を促し事業効果を

で

上げる。

事　業　概　

き

要 施策内順位 ③産婦健

る

康診査について、県か

ま

らの指導を得ながら実

ち

施する。（県の産婦健

え

に

康診査事業開始に伴う

す

。）

①妊婦相談、妊婦

る

教室の開催
4/14②

。

妊婦健康診査の委託実

母

施及び、補助金の交付

子

③不妊治療助成金の交

保

付
市長公約事項

活
動
指

健

標

指　標　名 単　位 平

事

成30年度 平成31年

業

度 平成32年度

無 母子

合

継

保健に対する不満足度

続

％ 減少 減少 減少

投
入
指

会

標

平成30年度 平成3

計

1年度 平成32年度 初

・

妊婦のプレママスクー

款

ルへの参加率（里帰り

・

等の者を
％ 95 95 9

項

5
年度別事業費 42,

・

427 千円 43,18

目

1 千円 43,181 千

う

所

円 除く）
特
定
財
源

国・

　

県支出金 754 千円 1

　

,580 千円 1,58

管

0 千円 特　記　事　項

　

地 　方 　債 0 千円

　

0 千円 0 千円

そ 　の

課

 　他 0 千円 0 千円 0

平

千円

一　般　財　源 4

 

1,673 千円 41,

 

601 千円 41,60

ま

成

1 千円

  30  年  

ち

度  の  目  標

施

・全ての新生児に対し

策

て新生児訪問を行い、

３

健康管理と育児支援に

－

繋げる。
一般・4衛生

一

１

費・1保健衛生費・3

一

母子保健費 健康づくり

人

課
・発達障害に関する

ひ

フォロー教室を円滑に

と

実施するとともに、早

り

期からの育児支援や療

が

育につなげる。

事　業

健

　概　要 施策内順位 ・

康

ﾌﾟﾚﾏﾏｽｸｰﾙ等

に

で食育SATを使った

人

関

栄養指導を行い、日頃

心

の食生活改善に役立て

を

る。

・母子訪問、乳幼

持

児教室、乳幼児相談等

ち

の開催 ・産後うつの予

、

防や新生児への虐待予

健

防等を図る観点から産

康

婦健診を実施し産後の

づ

初期段階における母子

く

に対する支援を
2/1

ひ

り

4・母子保健法に基づ

を

く養育医療費（低体重

実

出生児等の入院医療費

践

の一部給付）等の給付

で

強化する。

・産後サポ

き

ート事業として、出産

る

後安心して子育てがで

環

きるよう、医療機関や

境

助産所等で相談等を
市

づ

長公約事項
受ける場合

と

く

に利用できる助成券を

り

交付し費用の一部を助

を

成する。

活
動
指
標

指　

進

標　名 単　位 平成30

め

年度 平成31年度 平成

ま

32年度

・産後ケア事

す

業として、出産後の育児不安等により特に保健指導等が必要な産婦と乳幼児を対象と 無 新

り

生児訪問の実施率（平成28年度より、「新生児訪問の
% 100 100 100

し、医療機関又は助産所で母体の管理や育児指導を行う。 対象者数」から変更）

投
入
指
標

平成30年度 平成31年度 平成32年度 母子保健に対す

が

る乳児健診時アンケートによる不満足度
減少 減少 減少

年度別事業費 7,350 千円 7,350 千円 7,350 千円 。（「やや不満」、「不満」の割合）
特
定
財
源

国・県支出金 2,888 千円 2,888 千円 2,888 千円 特

健

　記　事　項

地 　方 　債 0 千円 0 千円 0 千円

そ 　の 　他 388 千円 388 千円 388 千円

一　般　財　源 4,074 千円 4,074 千円 4,074 千円
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政策 康

度 平成32年度 広報こもろへの記事掲載回数
回 3 3 3

年度別事業費 9,439 千円 9,500 千円 9,500 千円
特
定
財
源

国・県支出金 14 千円 0 千円 0 千円 特　記　事　項

地 　方 　債 0 千円 0 千円 0 千円 税務課

そ 　

に

の 　他 9,425 千円 9,500 千円 9,500 千円 保険者努力支援制度評価対象（収納率）

一　般　財　源 0 千円 0 千円 0 千円

心

事　務　事　業　名 新規・継続 生活習慣病の早期発見・早期治療による医療費適正化のため、

事

人間ドック補助金を交

　

付し受診率向上を図る

務

。

目　　的
人間ドック

　

補助金 継続

会計・款・

が

事

項・目 所　　管　　課

　

平  成  30  

業

年  度  の  目

　

  標

受診率向上のた

名

め、広報こもろ等への

新

掲載、特定保健指導等

規

の機会を利用し周知を

・

図る。
国保・4保健事業費・1保健事業費・2疾病予防費 市民課

事　

継

業　概　要 施策内順位

続

国保被保険者に対する

け

妊

人間ドック補助金の交

娠

付事務
11/14（小

・

諸市国民健康保険人間

出

ドック補助金交付要綱

産

）

市長公約事項

活
動
指

・

標

指　標　名 単　位 平

子

成30年度 平成31年

育

度 平成32年度

無 広報

て

こもろ等への記事掲載

と

回数
回 4 4 4

投
入
指
標

、

地

平成30年度 平成31

域

年度 平成32年度

年度

の

別事業費 12,650

つ

千円 12,725 千円

な

12,800 千円
特
定

が

財
源

国・県支出金 0 千

り

円 0 千円 0 千円 特　記

の

　事　項

地 　方 　

希

債 0 千円 0 千円 0 千円

薄

そ 　の 　他 0 千円

み

化

0 千円 0 千円

一　般　

等

財　源 12,650 千

に

円 12,725 千円 1

よ

2,800 千円

る、妊産婦、

ん

母親等の孤立感や負担

な

感を解消するため、

目

で

　　的 切れ目のない支

３ 支

援をする。
子育て世代

え

包括支援センター運営

合

事業 継続

会計・款・項

う

・目 所　　管　　課 平

ま

  成  30  年

ち

  度  の  目 

施

 標

子育て関係機関と

策

の連携を確立し、妊娠

３

期から子育てまで切れ

－

目のない支援を実施す

一

１

る。
一般・4衛生費・

一

1保健衛生費・3母子

人

保健費 健康づくり課

事

ひ

　業　概　要 施策内順

と

位

国の子育て支援策の

り

一環として妊娠期から

が

子育て期までの様々な

健

ﾆｰｽﾞに対して、総

康

合的相談支援を
5/1

に

4提供する「子育て世

人

関

代包括支援ｾﾝﾀｰ」

心

を運営し、妊娠期から

を

子育て期までの母子保

持

健及び育児に関

する様

ち

々な悩み等に対し、妊

、

娠、出産、子育てまで

健

切れ目のない支援を行

康

う。
市長公約事項

活
動

づ

指
標

指　標　名 単　位

く

平成30年度 平成31

ひ

り

年度 平成32年度

無 乳

を

児健診時のアンケート

実

による不満足度。（「

践

やや不満
% 減少 減少 減

で

少
」、「不満」の割合

き

）

投
入
指
標

平成30年

る

度 平成31年度 平成3

環

2年度

年度別事業費 3

境

,123 千円 3,12

づ

3 千円 3,123 千円

と

く

特
定
財
源

国・県支出金

り

1,332 千円 1,3

を

32 千円 1,332 千

進

円 特　記　事　項

地 

め

　方 　債 0 千円 0 千

ま

円 0 千円

そ 　の 　

す

他 0 千円 0 千円 0 千円

一　般　財　源 1,791 千円 1,791 千円 1,791 千円

り

事　務　事　業　名 新規・継続 国保会計の安定運営及び被保険者間の負担の公平性を確保する。

が

目　　的
賦課徴税費 継続

会計・款・項・目 所　　管　　課 平  成  30  年  度  の  目  標

現年度分の収納率について、前年度を上回る。
国保・1総務費・2徴税費・1賦課徴税費 市民課

事　業　概　要 施策内順位

国保税を賦課徴収するための、

健

システム使用料、収納率向上特別対策事業など
13/14

市長公約事項

活
動
指
標

指　標　名 単　位 平成30年度 平成31年度 平成32年度

無 国保税現年度収納率
％ 94.1 94.2 94.3

投
入
指
標

平成30年度 平成31年

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　政策３－ 6



政策 康

度 広報こもろへの掲載回数
回 3 3 3

年度別事業費 3,113 千円 2,600 千円 2,650 千円
特
定
財
源

国・県支出金 0 千円 0 千円 0 千円 特　記　事　項

地 　方 　債 0 千円 0 千円 0 千円

そ 　の 　他 3,113 千円 2

に

,600 千円 2,650 千円

一　般　財　源 0 千円 0 千円 0 千円

心

事　務　

が

事　業　名 新規・継続

け

生活習慣病の早期発見

、

、早期治療により医療

み

費の適正化を図る。

目

ん

　　的
特定健康診査等

な

事業費 継続

会計・款・

で

項・目 所　　管　　課

３ 支

平  成  30  

え

年  度  の  目

合

  標

・特定健診未受

う

診者へ勧奨通知の発送

ま

、電話・臨戸訪問等を

ち

実施する。
国保・4保健事業費・2特定健康診査等事業費 市民課

・

施

生活習慣病ハイリスク

策

者に対し、個別・集団

３

指導を実施する。

事　

－

業　概　要 施策内順位

一

１

・特定保健指導実施者

一

に対し、生活改善プロ

人

グラムの管理等を実施

ひ

する。

小諸市国民健康

と

保険に加入する40歳

り

から74歳までの者を

が

対象に、特定健診及び

健

特定保健指導を実施
8

康

/14する。

市長公約

に

事項

活
動
指
標

指　標　

人

関

名 単　位 平成30年度

心

平成31年度 平成32

を

年度

無 特定健診未受診

持

者への勧奨通知発送件

ち

数
件 5,800 5,6

、

00 5,400

投
入
指

健

標

平成30年度 平成3

康

1年度 平成32年度 広

づ

報こもろへの記事掲載

く

回数
回 4 4 4

年度別事

ひ

り

業費 39,448 千円

を

41,000 千円 40

実

,000 千円
特
定
財
源

践

国・県支出金 20,0

で

00 千円 20,000

き

千円 17,000 千円

る

特　記　事　項

地 　

環

方 　債 0 千円 0 千円

境

0 千円 健康づくり課

そ

づ

 　の 　他 0 千円 0

と

く

千円 0 千円 保険者努力

り

支援制度評価指標　特

を

定健診受診率、特定保

進

健指導終了率

一　般　

め

財　源 19,448 千

ま

円 21,000 千円 2

す

3,000 千円

り

事　務　事　業　名 新規・継続 後期高齢者医療制度の安定運営及び被保険者間の負担の公平を図る。

目　　的
徴収費運営費 継続

会計・款・項・目 所　　管　　課 平 

が

 成  30  年  度  の  目  標

現年度収納率を前年度実績と同水準を維持する。
後期・1総務費・2徴収費・1徴収費 市民課

事　業　概　要 施策内順位

後期高齢者医療保険料徴収のための、システム委託、嘱

健

託徴収員報酬など
14/14

市長公約事項

活
動
指
標

指　標　名 単　位 平成30年度 平成31年度 平成32年度

無 後期高齢者医療保険料現年度収納率
％ 99.6 99.6 99.6

投
入
指
標

平成30年度 平成31年度 平成32年
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政策 康

事

・4衛生費・1保健衛

　

生費・1保健衛生総務

務

費 健康づくり課
一　般

　

　財　源 104,51

事

7 千円 101,558

　

千円 101,558 千

業

円

　名 新

事　務　事　

に

規

業　名 新規・継続

投
入

・

指
標

平成30年度 平成

継

31年度 平成32年度

続

年度別事業費 33,1

投

01 千円 31,500

入

千円 31,500 千円

指

一般管理費 継続
特
定
財

標

源

国・県支出金 1,9

平

62 千円 0 千円 0 千円

成

会計・款・項・目 所　

心

3

　管　　課 地 　方 

0

　債 0 千円 0 千円 0 千

年

円

そ 　の 　他 31

度

,139 千円 31,5

平

00 千円 31,500

成

千円
国保 市民課

一　般　

3

財　源 0 千円 0 千円 0

1

千円

年度

が

平

事　務　事

成

　業　名 新規・継続

投

3

入
指
標

平成30年度 平

2

成31年度 平成32年

年

度

年度別事業費 3,0

度

68,737 千円 3,

年

038,000 千円 3

度

,007,000 千円

別

保険給付費 継続
特
定
財

事

源

国・県支出金 3,0

け

業

46,595 千円 3,

費

016,000 千円 2

4

,985,000 千円

3

会計・款・項・目 所　

6

　管　　課 地 　方 

,

　債 0 千円 0 千円 0 千

9

円

そ 　の 　他 12

5

,594 千円 12,5

2

00 千円 12,500

千

千円
国保・2保険給付費 市民課

一　般　

、

円

財　源 9,548 千円

4

9,500 千円 9,5

6

00 千円

2,0

事　務

1

　事　業　名 新規・継

1

続

投
入
指
標

平成30年

千

度 平成31年度 平成3

円

2年度

年度別事業費 1

み

4

,208,413 千円

7

1,236,000 千

7

円 1,258,000

,

千円
国民健康保険事業

5

費納付金 新規
特
定
財
源

6

国・県支出金 56,5

7

61 千円 55,000

千

千円 55,000 千円

円

会計・款・項・目 所　

後

　管　　課 地 　方 

ん

期

　債 0 千円 0 千円 0 千

高

円

そ 　の 　他 29

齢

4,203 千円 300

者

,000 千円 305,

医

000 千円
国保・3国民健康保険事業費納付金 市民課

一

療

　般　財　源 857,

広

649 千円 881,0

域

00 千円 898,00

連

0 千円

合

な

負担

事　務　

金

事　業　名 新規・継続

継

投
入
指
標

平成30年度

続

平成31年度 平成32

特

年度

年度別事業費 5,

定

226 千円 5,500

財

千円 5,500 千円
保

源

健衛生普及費 継続
特
定

国

財
源

国・県支出金 1,

で

・

487 千円 1,500

県

千円 1,500 千円

会

支

計・款・項・目 所　　

出

管　　課 地 　方 　

金

債 0 千円 0 千円 0 千円

0

そ 　の 　他 611

千

千円 650 千円 650

円

千円
国保・4保健事業費・1保健事業費・1保健衛生普及費 市民課

一　般　

0

財　源 3,128 千円

千

3,350 千円 3,3

３ 支

円

50 千円

0 千円

事　務

会

　事　業　名 新規・継

計

続

投
入
指
標

平成30年

・

度 平成31年度 平成3

款

2年度

年度別事業費 1

・

1,986 千円 10,

項

000 千円 8,000

え

・

千円
公債費・諸支出金

目

・予備費 継続
特
定
財
源

所

国・県支出金 0 千円 0

　

千円 0 千円

会計・款・

　

項・目 所　　管　　課

管

地 　方 　債 0 千円

　

0 千円 0 千円

そ 　の

　

 　他 0 千円 0 千円 0

課

千円
国保 市民課

一　般　

地

財　源 11,986 千

合

 

円 10,000 千円 8

　

,000 千円

方 　債 0 千円 0

う

千円 0 千円

そ 　の 

ま

　他 0 千円 0 千円 0 千

ち

円
一般・3民生費・2

施

高齢福祉費・3後期高

策

齢者医療事業費 市民課

３

一　般　財　源 436

－

,952 千円 462,

一

１

011 千円 477,5

一

67 千円

人ひと

事　務

り

　事　業　名 新規・継

が

続

投
入
指
標

平成30年

健

度 平成31年度 平成3

康

2年度

年度別事業費 1

に

33,498 千円 14

人

関

0,646 千円 146

心

,089 千円
後期高齢

を

者医療特別会計繰出金

持

継続
特
定
財
源

国・県支

ち

出金 86,205 千円

、

93,484 千円 97

健

,491 千円

会計・款

康

・項・目 所　　管　　

づ

課 地 　方 　債 0 千

く

円 0 千円 0 千円

そ 　

ひ

り

の 　他 0 千円 0 千円

を

0 千円
一般・3民生費

実

・2高齢福祉費・3後

践

期高齢者医療事業費 市

で

民課
一　般　財　源 4

き

7,293 千円 47,

る

162 千円 48,59

環

8 千円

境づ

と

く

事　務　

り

事　業　名 新規・継続

を

投
入
指
標

平成30年度

進

平成31年度 平成32

め

年度

年度別事業費 22

ま

,542 千円 19,0

す

70 千円 19,070 千円
保健衛生総務費運営費 継続

特
定
財
源

国・県支出金 169 千円 4

り

95 千円 495 千円

会計・款・項・目 所　　管　　課 地 　方 　債 0 千円 0 千円 0 千円

そ 　の 　他 192 千円 0 千円 0 千円
一般・4衛生費・1保健衛生費・1保健衛生総務費 健康づくり課

一　般　財　源 22,181

が

千円 18,575 千円 18,575 千円

事　務　事　業　名 新規・継続

投
入
指
標

平成30年度 平成31年度 平成32年度

年度別事業費 104,517

健

千円 101,558 千円 101,558 千円
保健衛生総務費給与費 継続

特
定
財
源

国・県支出金 0 千円 0 千円 0 千円

会計・款・項・目 所　　管　　課 地 　方 　債 0 千円 0 千円 0 千円

そ 　の 　他 0 千円 0 千円 0 千円
一般
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政策 康

事　務　事　業　名 新

に

規・継続

投
入
指
標

平成

心

30年度 平成31年度

が

平成32年度

年度別事

け

業費 450,887 千

、

円 500,000 千円

み

500,000 千円
一

ん

般管理費等 継続
特
定
財

な

源

国・県支出金 0 千円

で

0 千円 0 千円

会計・款

３ 支

・項・目 所　　管　　

え

課 地 　方 　債 0 千

合

円 0 千円 0 千円

そ 　

う

の 　他 450,88

ま

7 千円 500,000

ち

千円 500,000 千

施

円
後期 市民課

一　般　財

策

　源 0 千円 0 千円 0 千

３

円

－

一

１ 一人ひとりが健康に

人

関心を持ち、健康づく

ひ

りを実践できる環境づ

と

くりを進めます

りが健
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